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Ⅰ「雇用調整助成金」の雇用維持要件が緩和されます  
3月7日までの間、10都府県が緊急事態宣言対象地域とされていまし

た。これにより、雇用調整助成金（以下、「雇調金」）の助成率引上げ
等の特例措置が、同宣言が全国で解除された月の翌月末まで延長され
ることが決まっています。これに加え、厚生労働省より雇調金の雇用
維持要件について緩和することが公表されました。 
◆具体的な雇用維持要件の緩和とは？ 
現行では令和2年1月24日が基準日となっており、1月24日以降の解雇等
の有無により、助成率が決定されていました。この基準日が令和3年1
月8日に変更されます。1月8日以降、緊急事態宣言解除の翌月末までの
休業等については1月8日以降の解雇の有無により、適用する助成率が
判断され、解雇等を行っていない中小企業は10/10、大企業は3/4が適
用されます。これまで解雇等が理由で助成率が減らされていた会社も
10/10の満額を受け取ることができる可能性があります。既に、緊急事
態宣言対応特例として、全国の大企業においても①営業時間の短縮等
に協力する事業主②特に業況が悪い事業主に対して解雇等を行わなか
った場合は10/10、解雇等を行った場合は4/5とする措置が講じられて
います。新型コロナウィルス感染症対応休業支援金・給付金において
も同様に、これまでは中小企業で雇用されている人が対象となってい
ましたが、対象範囲が緩和される予定です。 
 

Ⅱ勤続年数の長期化を見据えた人事制度を考える  
独立行政法人労働政策研究・研修機構が行った「人生 100 年時代の

キャリア形成と雇用管理の課題に関する調査」において、勤続年数の
長期化を見据えた対応を行う際のポイントが掲載されていますのでご
紹介します。 
◆管理職への昇進が見込めなくなった場合の処遇 
管理職への昇進が見込まれなくなった正社員の処遇については中小企
業、大企業ともに傾向は同じようです。処遇として最も割合が多いの
は、「昇進・昇格がないまま勤続」となっており、これに次いで管理職
相当の専門職として処遇する、管理職相当の社員格付けとするとなっ
ています。 
◆キャリア形成のための人事制度とその効果 
キャリア形成の人事制度とその効果に関しても、中小企業、大企業と
もに同様の傾向になっています。38 歳までの若年層では「メンター制
度」が効果的となっている一方、高年齢層では全般的に制度導入効果
自体が低いようです。しかしながら、「社会貢献参加」制度に関して
は比較的効果があるようで、ボランティア等の「社会貢献参加」活動
において、社会の価値観に触れる機会を得られる等、人材育成の効果
が見られます。改正高年齢者雇用安定法が 4 月に施行されるにあたっ
て、従業員の 70 歳までの就業確保を努力義務とする規定が盛り込まれ
ています。努力義務となってはいますが、計画的に対応を準備してお
きましょう。 
 
 連載コラムNo.6 

「労災と補償のポイント」 
 人を雇用する経営者にとって「労災」にまつわる知識を持ってお
くことは必須です。今回は労災と補償について経営者が知っておく
べき基本事項についてご紹介します。 
◆労災について 注意が必要なポイントは？ 
労災保険により、労働者が仕事に関わる形で怪我や病気になった際
に、かかる治療費等を補償することができます。この際に特に注意
が必要となるポイントがあります。第一に、業務上の災害で休業し
ている従業員には、労働基準法19条による解雇制限があります。第
二に、労災では治療に健康保険を使うことができません。間違って
健康保険で支払ってしまった場合には、労災に請求し直す必要があ
ります。第三に、労災では経営者や役員は、原則として対象になり
ません。しかし、経営者や役員が、従業員と同じように業務をこな
す場合には「特別加入制度」の適用により、補償を受けられる可能
性があります。「特別加入制度」の対象者には、中小事業主等・一
人親方等・特定作業従事者・海外派遣者の4種類があります。最後に
労災保険の未加入の期間や労災保険料の滞納期間中に、業務災害や
通勤災害が発生した場合、労働者は補償を受けられますが、後に事
業主から、労災保険の費用の全部、または一部を徴収する制度があ
ります。（費用徴収制度） 


